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1 . はじめに (1976 年頃 (d イルショ ツタ後 L 、 ③地球環境問題への 対 

京都議定書の 発効 (2005 年 2 月 ) をうけて、 各企業の環 応は 990 年代 -) 、 ④七ロ ユ ミッション社会システム 追求の 

境価値創造への 活動が加速してきている " しかし、 環境技術 時代 (1990 年代後半～ @ 、 という在世代に 分けられるとされ 

はまだまた発展途上段階のものも 多く、 企業の研究開発コス ている。 各世代での代表的な 環境ビジネスは、 次のようなも 

卜へ 対する影響も 見逃すことはできない。 環境保全が社会的 のが挙げられる。 

な 問題として、 大きく採り上げられている 中、 世界的な人口 第 Ⅰ世代 : 廃水処理、 大気汚染防止、 産廃処理 

の 増加 や 、 先進途上国の 発展により、 原油価格の高騰による 第 2 世代 : 省エネルギ一機器 

エネルギー需給バランスの 劣化や地球温暖化の 進行は留ま 第 3 世代 : リサイタル、 ヱ コマテリアル 

らない。 第恩 世代 : 環境修復、 自然エネルギー 

環境省による 環境ビジネスの 市場規模予測 ( 環境省平成 15 また、 山地球環境ビジネス 2005 一 2006% 図 @ こ よると、 環境 

年 ) においては、 国内市場は、 20 ㈹年には 47 兆円、 2020 ビン ネス の類型として、 大きく技術系環境ビジネス とソフ 

年には 認 兆円へと拡大すると 試算ざれている。 また、 アジ ト 。 サービス系環境ヒジネス @= 分解している。 前者には、 ヱ 

ア 主要国での潜在市場は 現在 劾 0 一 250 億 U 鈴と 推測され、 ンド。 オ フ ，パイプ ( 公害対応 ) 、 廃棄物の適正処理、 ェコ 

それは 2020 年には、 ],340 一 1,640 億 U5$ と 推測されている マテリアル、 環境配慮型製品、 新エネルギー、 自然修復など 

( 同平成 照年 ) 。 が 該当する。 後者には、 環境コンサルティンバ、 環境影響 評 

このような市場規模の 拡大は、 企業の成長戦略において 当 価 、 金融商品、 流通 ( リザイクルショップなど ) が該当する。 

然 無視することはできない 機会であ る一方で、 その裏 返しに 政策による環境規制と 技術革新との 関係性 @ こついて、 T 環 

あ る環境リスタについても 強い懸念がなされている。 近年、 境 イノベーションの 事例分析と企業競争力への 影響の類型 

CSR 経営が重視。 され、 コンプライアンスの 意識の高まり 等、 化』Ⅲでは、 環境規制が企業に 与える影響として 環境コスト 

    スク管理体制を 強化していく 中で、 それらは新たなコスト の 内部化と環境市場の 創造の 2 通りがあ るとした上で、 新規 

要因として 膨 み、 企業の負担となっている。 技術開発、 生産の効率化、 新規環境市場への 参入などといつ 

現在、 環境保全型の 商品 は 市場に溢れかえり、 周辺ビジネ た 環境イノベーションの 促進力になるとい j ( 図 1) 。 

スも 盛んであ る。 しかし、 その多くは、 ヒジネスの成功を 得 [ 吋 暁 イ / ; 一シ l レ     

ているとは言い 切れず、 その環境効果を 完全に測られていな 
  
                        わ臣睦 % 三 まい 

い 反面もあ る。 それどころか、 むしろ ヒジ不スの 失敗が 、 環 ニ ストリーノ - ンヮプ 

境 負荷を増長させてしまうことさえあ る。 

今後の環境ビジネスにおいては、 このビジネスのもつ 特有 

の収益浬の構造を 明らかにし、 企業が収益性を 確保すること 

が、 更なる環境保全活動への 推進力となる。 本研究では、 環 

境ビジネスのもつ 収益性に対する 考え方と構造を 事例から 

考察し、 収益性をもたらすためのサービスを 含むビジネスマ 

蕊 ' 
噂荒ぎ遇 製品   蕃ま 比 ，孫呉 時衛 j 

"""" か Ⅰ '                                                             
不 ジメントのあ り方を提案する。 

2, 環境ビジネス、 環境活動の類型 

環境問題はⅠ環境ビジネスの 成長戦略コロの 中で、 ①公害 

への対応の時代 (1970 年頃 ) 、 ②省エネルギ - 追求の時代 

図工 環境規制による 環境イノベーションの 類 益 

( 環境イノベーションの 事例分析 と 

企業競争力への 影響の類型化より 作成 ) 

一方、 自主的環境活動として、 印本企業の自主的環境対 

応のインセンティブ 構造 0 回では、 ①規制の脅威又は 耐政府 
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の 戦略的行動、 ②ビジネスにおける 不測のリスタ 回避、 ③資 

本市場。 財 市場におけるメリットの 追求、 ④生産性の向上 / 

越   陣地位の獲得、 のは通りに分類した 上で、 

日本企業の現実の 姿と、 環境政策体系との 間のミスマッチは 

拡大傾向にあ るという。 

これらの研究にもあ るように、 企業の環境への 取り組み ほ 、 

その活動をコストとして 考えるか。 投資として考えるかとい 

ぅ ことについて 議論がなされてきた。 また、 その活動が法的 

規制を受けてのものと、 自主的活動によるものとでは 企業に 

対するインセンティブが 異なると論じられている。 コンプラ 

イアンスに基づく 受動的環境活動は、 何ら市場への 差別化を 

もたらすものでほなく、 顧客への印象も 総じて低い。 しかし、 

遵守されないときのリスクインパクトは 計り知れない 大き 

さとなり、 対応を余儀なくされ、 そ う いった環境活動は、 経 

営止め コストとにしか 考えられない。 

自主的環境活動の 投資効果としてば、 コスト低減効果と 技 

術蓄積効果があ る " 双方ともに。 市場での差別化をもたらす 

要因となる可能性をもち、 それこそが、 企業の競争力（の 投 

資であ ると考えられている。 

環境活動を促進させる 原動力のひとつに CSR M 企業の社 

会的責任 ) の側面があ る。 環境活動は、 それを単に実施する 

だけでなく、 それをステークホルダ 一に開示することにより   

二次的価値を 生み出す。 それ故、 大企業 は 挙って、 環境報告 

書や ザステナ ビリティレポート 等を製作、 発行し、 広く情報 

公開に努めている。 

リコーグループでは、 CS 穴 重視を背景に、 r アニュア ル 

レポート』 ( 経済 ) 、 『社会的責任経営報告書 l (CSR) とと 

もに、 『環境経営報告書 g [ol を 3 本柱に位置づけしている。 
リコーグループでは 環境経営を環境保全と 利益創出の同時 

実現を意味するとい ， L 、 ① 省ェ ネルギー。 温暖化防止、 ② 省 

資源。 リサイクル、 ③汚染予防、 の 3 領域での活動展開を 推 

進している。 そして、 長期的に持続可能な 社会を目指す 姿を 

実現するために 2050 年の『超長期環境ビジョン ヨ 、 『 2010 年 

長期環境目標』と『 2005 年度からの環境行動計画』をバック 

キャスティンバ 方式 ( 図 2) により策定し、 活動している。 

具体的には、 2050 年の統合影響負荷を 2 ㏄ 0 年基準の 1 ノ 8 

にすることを 目標 ( 図 ㈲としている。 目標の達成に 向けて 

は、 全員参加の改善活動と 技術革新が必要であ るとし、 ①製 

品環境性能の 向上と環境技術開発の 促進、 ②グリーン販売の 

促進、 ③事業所，オフィスでのコスト 効果を狙った 環境保全 

活動、 ④環境経営マネジメントシステムのレベルアップとシ 

ステム統合による 一貫性向上、 ⑤生態系保全を 目的とする 環 

境 社会貢献活動の 推進、 という 5 つの枠組みを 設定している。 

また、 環境保全活動は、 ①環境対応、 ②環境保全、 の段階を 

終え、 ③環境経営、 の段階にあ ると位置付けされており、 事 

業活動の環境負荷低減と 経済価値の同時追求による 継続的 

な価値実現を 目指している。 

図 2  リコーグル - プの環境目標の 設定方法 
                コ一 グループ環境経営報告書 2 00 6 より ) 

  

図 3  リコーグループの 超長期環境ビジョン 

( 出典 : リコーグループ 環境経営報告書 2 00 6 より ) 

富 モフィルムバループでは、 搬 96 年より、 『環境レポートコ 

を発行しており、 2003 年より経済的側面、 社会的側面の 情報 

を統合した『社会。 環境 レ ㎡ 一 トコ 回 として情報開示を 続け 

ている。 同報告書では、 ① CSR 経営、 ②社会性報告、 ③ 

境 報告、 の 3 部構成となって お 、 CS 尺を基本とした 企業 

活動の中での 環境活動という 位 付けとなっている。 グルー 

プの グリーン。 ポリシーとして、 ①環境効率の 向上、 ②環境 

配慮設計、 ③環境負荷低減と 汚染防止、 ④廃棄物管理のレベ 

ルアンプ、 ⑤化学物質管理のレベルアップ、 ⑥含有化学物質 

管理、 ⑦マネジメントシステムの 構築と改善、 ⑧情報開示。 

情報提供。 コミュニケーション 、 ⑨従業員教育の 徹底、 を 重 

点実施事項としている。 環境効率としては、 A 温暖化ガス 排 

出 量、 B 天然資源投入 量 、 C 揮発性有機化合物大気排出量、 

口容器包装材料使用量、 E 廃棄物発生量、 F 水 投入 量 、 の 6 

負荷に分解し、 2010 年度に 2000 年度基準の 2 倍の効率 ( 環 

境効率 = 売上高 / 環境負荷の値 ) を目標としている ( 図 4) 。 
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図 れ 富士フイルムバループの 環境効率目標 

( 出典 : 富士フイルムバループ 
社会。 環境経営レポート 200 6 より ) 

代表的な事業 フ ミセス 

前述の通り、 環境ビジネスはいくつかの 類型に分類される 

が、 各々について、 価値獲得に到るプロセスが 異なる。 

富士フィルムの 使い捨てカメラ「 写 ルンです @ ( 図 5) は 

l986 年に発売以来、 環境配慮技術を 駆使した、 3% ( リ デュ 

ース、 リ ユース、 リ ザイクル ) を実現しているロングヒット 

商品であ る。 同商品の事業プロセスは、 生産システムのと 消 

、 ンステムが循環している ( 図 6) 。 製造 弓 包装骨品質保証 

経て出荷された 商品は、 コンビニエンスや 駅舎の売店等の 

客 は 、 使用済みの商品 

をラボ店へと 持ち込み、 プリントサービスを 受ける。 ネカと 

客 へ引き渡し、 残りの部品、 ケース等 

は生産工場へと 回収される。 回収 品は 、 仕分け工程 弓 分解工 

程を経て、 リュース 材と リサイクル 材 として検査を 受けた 上 

で、 製造ラインへと 投入される。 

  
図 5  富士フィルム @ 写 ルンです」 

図 6  1 軍ルンです」 0 循環システム 

( 出典 : 富士フィルムバループ   
社会。 環境経営レポート 2 0 0 6 より ) 

- 方、 ESC0 (Ene 喀 yS 。 雨 ceCn 由 ・ P 却 y) 事業に代表され 

る ェ ネルギ一関連のビジネスもさらなる 成長が期待される 

分野であ る。 E,SCO 事業は 、 省エネルギーを 民間の企業活 

客に エネルギーサービスを 包括的に提供す 

るビジネスです。 事業者は顧客に 対し、 建物や施設の 省エネ 

ルギ一に関する 診断を行い、 方策導入設備の 設計。 施工、 導 

入設備の保守。 運転管理、 事業資金調達など 包括的にサービ 

スを提供し、 省エネルギー 改修工事を実現させる ( 図れ。 

図 7  E SCO 事業システム 

( 出典 : 財団佳人省エネルギーセンターホームページより ) 

r 軍ルンです」の 価値について 考察すると、 顧客の価値は 

カメラを持参していない 場合に手軽に 写真を撮ることがで 

きることにあ る。 この手軽さと、 フィルム単体とのコスト 差 

の トレードオフに よ     客は購買行動を 起こす。 普及して 

いくにつれて、 顧客は機能を 求め始める。 フラッシュの 搭載 

や、 ワイド機能商品等へ 商品を展開していくことにより、 

客を保持し続け、 同時にカメラ 性能も向上させることにより   

完全に商品を 浸透させることができた。 販売店においては、 

従来のフィルム 単価に対して 高価であ るが、 従来のフィルム 

十 i 写 ルンです」の 販売数量を維持できたことから、 売上 額 

を 拡大することができた。 ラボ店においては、 従来のフィル 

ムであ れば、 フィルムケースは 廃棄物であ ったが、 「 写 ルン 

です」のケースは、 メーカー側が 回収してくれることで、 処 

用の削減に繋がった。 最終的には、 カメラを持参してい 

ときの利用の 増加により、 フィルムの循環曇も 増加し、 

販売店、 ラボ 店 ともに売上を 拡大することができた。 

提供側はこのように 供給量を拡大していくことにより、 

規模の経済効果や 生産の効率化による 価値を獲得すること 

ができた。 しかし、 注目すべきは、 r 字ルンです」の 環境負 

荷の低減であ る " r 写 ルンです」の ゆ 90 年代は 3 6% であ っ 

た再資源化重量率は、 2005 午には 9 5% 。 まで向上している 

( 富士フイルム 報告 ) 。 これにより、 CO, 換算の環境負荷は 

f 4% 低減できたという ( 同 ) 。 再資源化の追求により 実現 

したわけであ るが、 かった最大の 要因は、 この 

商品が 2 0 年間にも 客 に価値を評価され 続 け 

たからであ る。 ロングライフ 商品であ ったからこそ、 継続的 

な技術開発が 可能となり、 その結果が環境負荷 6 4% 低減と 
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い う 、 環境価値の実現に 繋がったのであ る。 

6. サービス化による 

「 写 ルンです コ の事例にみられるように、 商品の環境負荷 

性能を向上させることが、 顧客価値へと 直結することはなく   

生産コストの 低減とラボ店におけるサービスコストの 低減 

へと繋がつていることが 分かる 客の商品価値は、 手軽に 

写真撮影を行なえるということ り @ 写真を撮影した 時， 庶 

でその価値は 消滅している。 これが、 ラボ店に現像を 持ち込 

みされた時点で、 商品の価値がメーカ 一に よ る廃棄物回収と 

いう サー ヒスの価値に 変化する。 回収した時点で、 メーカ一 

にとっては原材料としての 有価 物 としての価値に 変化する。 

つまり、 この再生循環システムは、 「便利さ」サービスと ; 廃 

棄物回収」サービスに 支えられているのであ る。 

ESCO 事業においては、 エネルギー供給、 運転。 保守 管 

という全てがサービスであ り、 省エネルギーを 実現する改 

は事業コスト @ 過ぎない。 

サービスの価値が 一過性であ るからこそ、 商品を通じてそ 

の価値を転嫁することができるのであ る。 また、 商品の価値 

は低下していっても、 サー ヒスの価値は 低下しないのであ る。 

サービスが コ モティティ化するほど、 顧客価値は経験価値と 

して大さくなるのであ る ( 図 8L 。 当初、 

間の商品価値観には 環境価値により 価値のミスマッチが 生 

じている。 商品が普及し、 新たな機能を 付加するとともに、 

生産性を向上させる 過程では、 提供側の環境価値は 増大する 

が、 顧客にとっての 環境価値は何ら 変わらない。 新たな機能 

価値に よ り価格を維持し、 顧客を 

引き留めるのであ る。 普及の過程において、 環境価値 は サー 

ビス価値として 受入れられる " 総合的なサ ー ヒスの向上によ 

り、 価値を維持できる 上、 新たに経験価値としての、 価値を 

見出すのであ る。 つまり、 環境価値はサービス 価値へ、 サ -- 

ヒス価値は経験価値へと 転化していくのであ る。 

  @  """"  " ㌧ 、   

憶 待機 牡 @@ 

図 8  顧客価値と提供価値の 変化モデル 

7. まとめ 

環境ビジネスにおいてほ、 商品が消 者体 に受け入れらる 

ことと同時に、 その継続性が 不可欠であ る。 「 写 ルンです」 

の事例では、 商品とプリントサービスが 融合していることに 

より、 ロングヒット 商品となり、 循環システムの 進化と環境 

負荷性能の向上へと 繋がっていることが 分かった。 環境配慮 

型商品については、 その環境価値をサービス 価値へと変化さ 

せて提供することにより、 顧客を掴むことができる。 木製品 

サービスシステム① SS) とは何か』 [5l では、 「 PSS は製品 ザ 

一 ビスのライフサイクルの 視点から生産と 消費の新しい 関 

係を模索するもので、 今後の環境指向型製品政策において 重 

要 な位置を占める」と 論じられており、 サー ヒスにより顧客 

価値との調和を 図ることが重要であ る。 

地球温暖化としての 環境を考えた 場合、 商品のバローバル 

展開についての 検討は必須であ る " 特に先進途上国（の 商品 

普及に当たっては、 顧客の価格受容が 重要であ り、 環境負荷 

低減コストを 商品価格に付加することは 難しい。 しかし、 ロイ 

ノベーションによる 地球温暖化ビジネス 創出と国際競争力 コ 

回 r ビジ 不 スチヤンス模索の 国際競争がすでに 始まっており   

早期に競争力を 強化しなければ 温暖化関連のビジネス 機会 

を喪失してしまうということ、 を認識しなければならない コ 

とあ るよさに、 その戦略策定は 急務であ る。 その為にも、 サ 

一 ビスのバローバル 化を図り、 環境負荷低減を 考えなければ 

ならない。 環境負荷低減コストのサービスコストへの 転換か、 

商品のバローバルな 普及に大きな 可能性をもっているので 

はないだろうか。 

本研究では、 事例から環境ビジ 子スが サ ー ヒスと融合し 収 

益桂を変化させることに よ り環境性能の 向上と環境価値の 

増大へ重要な 要因となることについて 論じたが、 様々な事例 

により検証することと、 商品価値、 サービス価値、 環境価値 

を統合的に判断できる 指標の構築が 今後の課題であ る。 
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